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４．事例３－習志野市（千葉県） 

４．６．取組概要（環境配慮契約） 

 

【習志野市の取組のポイント】 

 

電力の環境配慮契約方針の策定の要件を整理した事例です。環境配慮契約法に基づく国の基本方

針や他の地方公共団体の契約方針を参考に、小売電気事業者に対し、入札グループの設定（契約電

力の範囲）や環境評価項目について対応が可能かどうかアンケート調査を実施し、入札参加資格要

件を検討しました。 

 

■電力の環境配慮契約方針の策定要件の整理 

 

＜環境配慮契約の事例＞ 

 取組段階・内容  習志野市の取組は「契約方針策定」に該当します。 

契
約
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既存の契約の種類、仕様、体制、手順の調査 

↓ 

・契約の種類の特定 

・契約の仕様の設定 

・運用体制の構築 

・運用手順の設定 

↓ 

契約方針の策定 

実
施  

  

 

 

実
績
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握
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改
善
検
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取組実績を把握 

入札を実施・契約 

環境配慮契約に関

する意識を高める

手順書等の作成 

事業者情報の収集 

活動を見直す 

現状を把握 

契約方針を策定 

契約方針の策定 

入札手続きの整理 

契約の種類を決定 

実施体制を構築 



2 

４．７．契約方針策定①－現状を把握する 

 

電力契約に係る環境配慮契約方針を策定する際、まず、現在契約している事業者と契約内容を把握す

ることが重要です。低価格をアピールしている小売電気事業者のなかには二酸化炭素排出係数が高いと

ころもあり、環境配慮契約の導入にはそのような事業者との契約による二酸化炭素排出量の増加を防ぐ

効果もあります。 

習志野市では、環境配慮契約を導入するにあたり、他団体の取組事例をもとに、二酸化炭素排出係数

等の環境評価項目を検討しました。 

 

（１）現在の電力契約の種類 

確認事項１ 現在の電力契約の内容はどのようなものか。 

  

現状把握１ ・電力契約は施設ごとに担当課が行っている場合がある。 

・一部施設は随意契約の場合がある。 

  

契約方針策

定に向けた

対応１ 

・高圧受電施設を対象に契約電力を考慮し、部署の枠組を超えて入札のグループ分

けを検討する。 

 

（解説） 

地方公共団体が積極的に環境配慮契約を実施していることを示すには、使用電力量

の多い施設が対象に含まれていることが重要です。 

 

（２）現在の実施体制 

確認事項２ 環境配慮契約はどのような位置付けか。 

  

現状把握２ ・職員向け「習志野市地球温暖化対策実行計画－職員による第４次行動－」におい

て、温室効果ガス排出量の削減目標を設定しており、具体的な取組として、環境

配慮契約の推進を位置付けている。 

  

契約方針策

定に向けた

対応２ 

・既に環境配慮契約を実施している地方公共団体の方針を参考に、具体的な方針や

手順を示した契約方針を策定する。 
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（３）現在の評価項目 

確認事項３ 環境評価項目をどのように設定するか。また、現在の入札参加資格のある事業者も

対応が可能か。 

  

現状把握３ ・温室効果ガス排出量の削減目標を達成するため、再生可能エネルギーを考慮する。 

・これまでの電力契約には環境面の配慮事項を設けていないため調査が必要である。 

  

契約方針策

定に向けた

対応３ 

・環境配慮契約法に基づく国の基本方針や他の地方公共団体の方針を参考に、環境

評価項目と基準を設定し、入札参加資格の審査を行う。 

・小売電気事業者が今回検討する裾切り基準で対応可能か、アンケート調査を実施

し、環境評価項目の検討材料とする。 

 

（解説） 

環境配慮契約法に基づく国の基本方針に従い、国及び独立行政法人等における電力

契約では、二酸化炭素排出係数（調整後排出係数）、未利用エネルギー活用状況、再

生可能エネルギー導入状況、需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組

を環境評価項目とした環境配慮契約（裾切り方式）を実施しています。 

環境評価項目による得点の合計が一定以上であるとともに、二酸化炭素排出係数及

び電源構成を開示していることが入札参加資格要件となります。 

なお、経済産業省の調べでは、約６割の電力会社が電源構成を開示しています。 

 

（４）現在の運用手順 

確認事項４ 電力契約に係る入札はどのような手順で行っているか。 

  

現状把握４ ・担当課もしくは契約検査課が入札仕様書を作成し、入札・契約事務を担当してい

る。 

  

契約方針策

定に向けた

対応４ 

・一般競争入札では環境に配慮していない事業者が応札する可能性があるため、入札

参加資格要件に環境配慮を盛り込む。 

・現在の電力契約の実態を調査し、入札グループを検討の上、入札担当課を整理す

る。 

・他の資格要件と同様、契約検査課において、入札への参加を希望する事業者が裾切

り基準を満たしているか確認する。 
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４．８．契約方針策定②－「環境配慮方針」の策定のための要件整理 

 

「習志野市電力の調達に関する環境配慮方針」を策定する上で、環境配慮契約法に基づく国の基本方

針や他の地方公共団体の契約方針を参考にするとともに、入札参加登録事業者を含めた小売電気事業者

に対し、入札グループの設定（契約電力の範囲）や環境評価項目について対応が可能かどうかアンケー

ト調査を実施し、入札参加資格要件を検討することとしました。 

 

（１）契約方針案の検討 

現
状
を
把
握 

確認事項 入札参加資格をもつ小売電気事業者数、環境要件の評価条件を満たす事業者

の有無等、電力契約における環境配慮契約の対応可否。 

  

現状把握 ・入札参加資格を持つ事業者は 26 社。 

ただし、各事業者の取組状況は把握できていない。 

  

契約方針の策定

に向けた対応 

・環境配慮契約方針案の作成に向けて、入札参加登録事業者を含む小売電気

事業者に対し、入札グループの設定（契約電力の範囲）や環境評価項目に

ついて対応が可能かどうかアンケート調査を実施することとした。 

・調査結果を踏まえ、今後、高圧受電施設を対象に契約電力を考慮し、部署

の枠組を超えて入札のグループ分けや、環境要件の項目と配点を検討する。 

 

【参照した情報】 

・国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方

針（環境配慮契約法に基づく国の基本方針） 

・つくば市電力の調達に係る環境配慮契約方針 

・吹田市電力の調達に係る環境配慮方針 

 

 


